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STOを巡る会計論点－経緯－

日本では、STOを巡る会計論点について、以下のように検討が進められています。

金商法改正に当たっての

附帯決議

企業会計基準委員会

（ASBJ)で審議開始
公開草案化（予定）

2019年12月2019年6月 2020年9月

（第198回国会閣法第49号 附帯決議）
政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。

・・・・
七 ICOの会計処理等は、発行されるトークンの性質に
応じて異なるものと考えられるため、国際的な議論を勘

案しつつ、会計処理等の考え方について整理のうえ、
ガイドラインの策定等の必要な対応を講ずること。

（審議の対象）

電子記録移転有価証券表示権利等の会計処理

⚫ 電子記録移転権利

⚫ トークンに表示される有価証券表示権利

⚫ 適用除外電子記録移転権利
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STOを巡る会計論点－検討論点－

トークンの発行

対価の受入

投資

様々な形態

合名・合資会社

信託

組合
課題①：株式会社形態以外
の会計処理は、これまで明確
に定められていなかった

課題②：STOはユーティリティ・トークンと区分し
て説明されるが、ユーティリティが付されたセキュリ
ティー・トークンが発行された場合、どう考えるか

参考：株主優待制度の会計処理

課題③：対価を暗号資産
建で受け入れた場合、どのよ
うに測定するか

課題④：トークンの保有者は
どのように会計処理すべきか
・ いつ認識するか？
・ 期末時にどうすべきか？
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STOを巡る会計論点－これまでの検討－

トークンの発行

対価の受入

投資

様々な形態

合名・合資会社

信託

組合課題①：事業体毎に具体的な
会計処理を定めることは困難か

課題②：ユーティリティ部分が払込資本に占める
割合に重要性が乏しい場合、払込金額によって払
込資本を計上／ユーティリティー部分を費用計上

課題③：当面、具体的な会計
処理を明らかにしない

課題④：当面、具体的な会計
処理を明らかにしない
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STOを巡る会計論点－まとめ①－

課題 検討のポイント これまでの検討

①株式会社形態以外
の事業体の会計処理

⚫ 株式会社形態以外の事業体の会計処理については、こ
れまで明示的に定められていなかった

⚫ 事業体毎に、法務省令／実務慣行が形成されており、そ
れに基づいて会計処理が定められていた

⚫ STOが株式会社以外の形態を用いて実施されることが想
定されることを踏まえ、会計処理を定めるべきか

今回、具体的な会計処理を定める
ことは困難ではないか

② トークンにユーティリ
ティが付された場合の
会計処理

⚫ STOは裏付資産から得られるリターンの分配を前提とする
ものとしても、ユーティリティが付与されることも想定される

⚫ 上記を踏まえ、ユーティリティ部分（財・サービスの提供を
受ける権利）を別個に会計処理することを要求すべきか

⚫ 例えば、保有株主数に応じて商品が株主に付与される場
合、時価等を基準として按分計算すべきか

（参考）株主優待制度：多くの場合、引当金計上

・ ユーティリティ部分が払込金額に
占める重要性が乏しい場合、払
込金額によって払込資本を計上

・ ユーティリティ部分を株主との資本
取引とせず、費用処理
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STOを巡る会計論点－まとめ②－

課題 検討のポイント これまでの検討

③対価を暗号資産で
受け入れた場合の会
計処理

⚫ STOの対価を暗号資産建で発行する場合、発行時点・
発行後において、どのように会計処理すべきか（暗号資
産を「モノ」と考えるか／通貨に類似したものと考えるか）

 発行時：暗号資産の時価で測定するか（仮に活発
な市場がない場合に、どのようにすべきか）

 発行後：評価替えを行うべきか

今回、会計処理を明らかにするニー
ズが必ずしも明確でないため、当面、
取り扱わないとしてはどうか

④ トークン保有者の会
計処理

⚫ トークン保有者は、いつの時点で資産の認識をすべきか
（私法上の権利との関係）

⚫ 期末日時点において、これまでの組合への出資に関する
会計処理に従うとして問題ないか

 通常の有価証券：保有目的に応じて、会計処理
（一部、時価評価）

 組合への出資：総額法、純額法等により損益取込

電子記録移転権利に該当する組
合持分に関す市場の形成が行われ
ていない現時点では、当面、具体
的な会計処理を明らかにしないとし
てはどうか
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